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収録図表一覧 

第１章 中国の環境法の基礎 

図 表 
図 1-1 中国環境法の体系 表 1-1 中国環境関連法のリスト 
図 1-2 中国環境関連法の体系図 表 1-2 『環境保護法』の構成内容 
図 1-3 建設プロジェクトの環境影響評価のフロ

ー 
表 1-3 旧 3 制度と新 5 制度の概要 

図 1-4 建設プロジェクト建設完了後の環境保護

「三同時」検収行政許可審査プロセス図 
表 1-4 環境影響評価の分類管理 

図 1-5 汚染物排出費の徴収手順のフロー 表 1-5 汚染物排出申告制度の実施概要 
図 1-6 汚染物排出費徴収管理システム機能モジ

ュール 
表 1-6 廃気汚染排出費の算定方法の事例 

図 1-7 環境基準の構成 表 1-7 水質汚染物排出費の算定方法の事例 
図 1-8 中国の国家機構 表 1-8 近年の 5 カ年計画における主要汚染物

排出総量規制概要 
図 1-9 中国の行政区画 表 1-9 《主要汚染物排出総量削減考査の実施

弁法》の概要 
図 1-10 中国における環境保護管理体制 表 1-10 《主要汚染物排出総量削減も関するモ

ニタリングの実施弁法》の概要 
図 1-11 2008 年機構改革後の国務院の体制 表 1-11 《主要汚染物総量削減に関する統計の

実施弁法》の概要 
図 1-12 環境保護部組織図 表 1-12 全国主要汚染物の排出状況（2000 年

～2006 年） 
図 1-13 地方環境保護部署の位置づけ 表 1-13 地域別の COD 排出状況（2005 年～

2006 年） 
図 1-14 中国の環境管理政策の主要類型 表 1-14 地域別の SO2 排出状況（2005 年～

2006 年） 
 表1-15 都市環境綜合整備定量考査制度の実施

内容 
 表 1-16 2007 年における全国都市環境管理綜

合整備考査一部の指標完成情況 
 表 1-17 公開しなければならない 17 項目 
 表 1-18 国家機構の概要 
 表1-19 全国環境保護事業分野別の国務院関連

部・局の業務担当 
 表 1-20 環境保護部の経緯 
 表 1-21 太湖流域の排出権利用事例 

その他の表 

廃棄物汚染排出費の算定方法 

水質汚染物排出費の算定方法 

固形廃棄物の 1 トンあたりの排出費徴収基準 

環境保護部の主な業務内容 

神鋼リサーチ株式会社 



日本企業のための中国環境法詳解（2009 年版） 

第２章 水質汚染防止法 

図 表 
図 2-1 水質汚染防止に関する法体系 表 2-1 これまでの制・改定の経緯 
図 2-2 全国水質汚染防止の監督・管理体制 表 2-2 中国の『水質汚染防止法』の新・旧版の比較

図 2-3 重点水質汚染物排出総量規制目標

値の振り分け方法 
表 2-3 重点水質汚染物排出総量規制 

図 2-4 江蘇省の汚染物排出許可証申請表

（抄） 
表2-4 都市汚水集中処理における地方政府およびそ

の他の政府部門の責務 
図 2-5 中国の主な汚水排出基準 表 2-5  飲用水水源保護制度の概要 
 表 2-6 全国における水質汚染事故発生件数 
 表 2-7 水質汚染事故応急制度の概要 
 表 2-8 中国の水質基準 
 表 2-9 《生活飲用水衛生基準》の改正ポイント 
 表 2-10 地表水水質環境基準（GB 3838-2002）使用

目的（機能区分） 
 表 2-11 地下水水質基準（GB/T14848-93）使用目的

（機能区分） 
 表 2-12 海水水質基準 （GB3097-1997）使用目的（機

能区分） 
 表 2-13 第一類と第二類比較内容 
 表 2-14 一部の地方汚水排出規準 
 表 2-15 特別排出規制値に適用する太湖流域の行政

区のリスト 

その他の表（基準・規制値等） 

地表水水質環境基準（GB3838-2002）（抄） 
地下水水質基準（GB/T14848-93）（抄） 
汚水綜合排出基準（GB8978-1996）（抄） 
鉄鋼業汚水排出基準（GB13456-92）（抄） 
紡織捺染工業における汚水排出基準（GB4287-92）（抄） 
上海市汚水綜合排出基準（DB31/199-1997）（抄） 
天津市汚水綜合排出標準（DB12/356-2008）（抄） 
広東省水質汚染物排出上限値（DB 44/26—2001）（抄） 
（江蘇省地方基準）化学工業主要水汚染物排出標準（DB32/939-2006）（抄） 
（江蘇省地方基準）太湖地区都市・鎮汚水処理場及び重点工業業界主要水質汚染物排出上 
限値（DB32 1072-2007）（抄） 
製紙パルプ工業の汚水排出基準（GB 3544-2008）（抄） 
電気鍍金汚染物排出基準（GB 21900-2008）（抄） 
羽毛工業の汚水排出基準（GB 21901-2008）（抄） 
合皮・人工皮革工業の汚水排出基準（GB 21902-2008）（抄） 
発酵類製薬工業の汚水排出基準（GB 21903-2008）（抄） 
化学合成類製薬工業の汚水排出基準（GB 21904-2008）（抄） 
抽出類製薬工業の汚水排出基準（GB 21905-2008）（抄） 
漢方類製薬工業の汚水排出基準（GB 21906-2008）（抄） 
バイオ工学類製薬工業の汚水排出基準（GB 21907-2008）（抄） 
混装製剤類製薬工業の汚水排出基準（GB 21908-2008）（抄） 
製糖工業の汚水排出基準（GB 21909-2008）（抄） 
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第３章 大気汚染防止法 

図 表 
図 3-1 大気汚染防止に関する法体系 表 3-1 これまでの制・改定の経緯 

図 3-2 大気汚染防止の監督管理体制 表 3-2 中国の自動車(乗用車)排気ガス規制 

図 3-3 上海市の大気汚染物の許可のフロー①

（総量規制実施以前の事業所） 

 

図 3-4 上海市の大気汚染物質の許可フロー②

（総量規制実施以後の事業所） 

 

図3-5 113の大気汚染防止重点都市の大気環境品

質状況日報（例） 

 

その他の表（基準・規制値等） 

環境空気品質基準（GB3095-1996）（抄） 

大気汚染物の綜合排出基準（GB16297-1996）（抄） 

悪臭汚染物排出基準（GB14554-93）（抄） 

鍋炉（ボイラー）大気汚染物排出基準（GB13271-2001）（抄） 

工業炉窯大気汚染物排出基準（GB9078－1996）（抄） 

電気鍍金汚染物排出基準（GB21900-2008）（抄） 

上海市鍋炉（ボイラー）大気汚染物排出基準（DB31/387-2007）（抄） 

 

第４章 固体廃棄物環境汚染防止法 

図 表 
図 4-1 固体廃棄物環境汚染防止に関する法体系 表 4-1 これまでの制・改定の経緯 
図 4-2 固体廃棄物環境汚染防止監督管理体制  

図 4-3 一般の固体廃棄物移送と危険廃棄物移送

に関する認可手続きの流れ 
 

図 4.4 危険廃棄物マニフェスト記入用紙  

  

その他の表（基準・規制値等） 

危険廃棄物焼却汚染防止基準（GB/18484-2001）（抄） 

生活ごみ焼却汚染防止基準（GB/18485-2001）（抄） 

第５章 環境騒音汚染防止法 

図 表 
図 5-1 環境騒音汚染防止に関する法体系 表 5-1 環境騒音と環境騒音汚染の法的定義 
図 5-2 環境騒音汚染防止における監督・管理体制 表 5-2 『環境騒音汚染防止法』に付帯する主

な法規・規則 
図 5-3 環境汚染防止に関する主な管理制度 表 5-3 建築施工騒音排出の申告要件 
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その他の表（基準・規制値等） 

音環境品質基準（GB3096-2008）（抄） 

工業企業境界環境騒音排出基準（GB12348-2008）（抄） 

社会生活環境騒音排出基準（GB22337-2008）（抄） 

自動車の定置騒音規制値（GB16170-1996）（抄） 

自動車の加速走行中の車外騒音規制値及び測定方法（GB1495-2002）（抄） 

モータサイクル及び小型モータサイクルの加速走行騒音規制値及び測定方法 

（GB16169-2005）（抄） 

モータサイクル及び小型モータサイクルの定置騒音排出規制値及び測定方法 

（GB4569-2005）（抄） 

音環境品質基準（GB3096-2008）（抄） 

第６章 海洋環境保護法 

図 表 
図 6-1 海洋環境保護に関する法体系 表 6-1 海洋機能区画 
図 6-2 海洋環境保護の監督管理体制 表 6-2 重点海域の主な機能 
 表 6-3 「十一・五」計画における環境保護の

重点分野と方策 

その他の表（基準・規制値等） 

海水水質基準（GB3097-1997）（抄） 

第７章 放射性汚染防止法 

図 表 
図 7-1 放射性汚染防止に関する法体系  
図 7-2 放射性汚染防止に関する監督・管理体制  
図 7-3 放射性汚染防止に関する主な管理制度  

第８章 事業活動に関わる主な関連条例 

図 表 
図 8-1 危険化学品安全管理に関する主な管理制度 表 8-1 新規化学物質の申告手続きに関する

内容 
図 8-2 新規化学物質の環境管理に関する主な管理

制度 
表 8-2 中国版 RoHS に関する主な内容 

 表 8-3 中国版 RoHS と EU RoHS 指令の相

違点 
 表 8-4 廃電器・電子製品の回収処理管理制度

 表 8-5 廃電器・電子製品の回収・処理の法的

義務 
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神鋼リサーチ株式会社 

第９章 事業活動に関わる主な環境関連法 

図 表 
図 9-1 建設プロジェクトの環境影響評価フロー

（大型プロジェクトの場合） 
表 9-1 中央政府の予算を使って実施する対

象事業 （抜粋） 
図 9-2 建設プロジェクトの環境影響評価のフロー

（一般プロジェクトの場合） 
表 9-2 民間が実施する対象事業（抜粋） 

図 9-3 クリーン生産促進の監督管理体制 表 9-3 企業のクリーン生産実施措置 

第１０章 事業活動のうえで知っておくべき環境に関する法的責任 

図 表 
 表 10-1 環境行政責任の構成要件（『水質汚

染防止法』を例に） 
 表 10-2 水質汚染による損害賠償の民事責任

 表 10-3 水質汚染損害賠償紛争の解決方法 
 表 10- 4 中国における環境犯罪の主な罪名 
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